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別紙

離島等の建設工事における遠隔地からの労働者確保に要する費用等に

係る事務処理要領

１ 目的

防衛省が実施する建設工事（工事の実施細目について（防整技第７１６７号。

２８．３.３１）別紙の第２第１号に規定する建設工事をいう ）のうち、離島。

及び労働者が不足する地域（以下「離島等」という ）の建設工事において必要。

とする労働者の確保に要する費用及び建設資材等の運搬に要する費用（以下「労

働者確保に要する費用等」という ）の変更を行う場合について、労働者確保の。

実態を反映した契約変更のために必要な事項を定めることを目的とする。

２ 対象工事

工事発注に当たって又は工事契約締結後、離島等の建設工事における遠隔地か

らの労働者確保に要する費用等の積算方法等について（防整技第６３１８号。令

和元年８月２８日。以下「離島等の積算方法」という ）を適用した工事を対象。

とする。

３ 対象項目

離島等の積算方法の５から７までに規定する変更対象項目とする。

また、離島等の積算方法に定めのない項目については、必要に応じて発注者と

受注者とが協議するものとする。

４ 精算方法

労働者確保に要する費用等については、全て精算を行うものとする。

工事監督官は、離島等の積算方法の様式２－１から様式２－３までの「変更対

象項目に対する実施報告書（案 」に基づき、変更対象項目の金額がわかる数量）

及び単価の根拠が記載された見積書等の資料（以下「根拠資料」という ）を工。

事監督官が指定する期日までに受注者に毎月提出させ、その妥当性を確認するも

のとする。また、妥当性が確認された費用について契約変更の対象とする。

５ 工事発注から工事完了までの流れ

（１）工事発注時

入札公告、入札説明書、手続開始の公示及び現場説明書に当該工事が離島等

の積算方法を適用する工事であることを記載する。

（２）工事契約後



ア 工事監督官は、労働者確保に要する費用等について 「変更対象項目に関、

する実施計画書 （離島等の積算方法の様式１－１から様式１－３まで）に」

より受注者に説明し、受注者は当該費用が必要な場合は 「変更対象項目に、

関する実施報告書（案 （離島等の積算方法の様式２－１から様式２－３）」

まで）を作成して、工事監督官に提出し、協議するものとする。

イ 当初発注時の現場説明書の第２特記事項の当初計上額に費用を計上してい

ない場合においても、工事契約締結後、受注者の責に帰さない事由による契

約内容の変更のために、遠隔地からの労働者確保に要する費用等が必要とな

る場合は、受注者は、アと同様の要類を作成して、工事監督官に提出し、協

議するものとする。

ウ 工事監督官は、提出された計画計上額の妥当性を確認した場合は、速やか

に請負代金額を変更するものとする。なお、これにより難い場合は、整備計

画局施設整備官又は整備計画局提供施設計画官と調整するものとする。

（３）工事施工時

、 「 （ ）」 、工事着手後 受注者は 変更対象項目に対する実施報告書 案 に基づき

変更対象項目の根拠資料を工事監督官が指定する期日までに毎月提出し、工事

監督官はその妥当性を確認するものとする。

なお、工事施工中に実施報告書(案)に変更が生じる場合は、受発注者間で協

議するものとする。

（４）工事完成時

監督官は提出された根拠資料で妥当性が確認された費用を受注者と確認し、

当該費用を契約変更の対象とする。

６ その他

本通知に関する疑義等については、整備計画局施設整備官と協議するものとの

する。


